
結果の要約（神奈川県の確定数）

Ⅰ 人 口
１ 総人口

(1) 総人口及び男女別人口

平 成 ７ 年 増 減平 成 12 年

総人口 ８,４８９,９７４人 （２４４,０７４人・３．０％）８,２４５,９００人

男性 ４,３０８,７８６人 （ ９９,２６１人・２．４％）４,２０９,５２５人

女性 ４,１８１,１８８人 （１４４,８１３人・３．６％）４,０３６,３７５人

本県の人口は、東京都(12,064,101人）、大阪府（8,805,081人）に次いで、全国第３位と

なっています。

７年調査の人口に比べ、244,074人、3.0％（全国第３位）増加し、これを男女別にみると、

男性が99,261人、2.4％、女性が 144,813人、3.6％の増加となっています。

(2) 性比（女性100人に対する男性の数）は、人口の増加数では女性が男性を上回りましたが、

依然男性が 127,598人多く、103.1と７年調査(104.3)同様、全国一高くなっています。

市区町村別[別表１]２ 市区町村別人口

(1) 市町村別の人口は、横浜市の 3,426,651人、川崎市の 1,249,905人、相模原市の 605,561

人の順となっており、少ないところでは真鶴町及び清川村が１万人未満となっています。

(2) 人口の増減では、横浜市を始めとして22市町村で増加し、横須賀市を始めとして15市町で

減少しています。このうち横浜市の増加は、119,515人で、県全体の増加人口の 49.0％を占

めています。

〈 人口階級別市（区）町村一覧表 〉

500,000以上 横 浜 市(3,426,651人) 、川 崎 市(1,249,905人)、相模原市(605,561人)（人）

499,999～300,000 横須賀市、藤 沢 市

299,999～200,000 （鶴見区）、（神奈川区）、（金沢区）、（港北区）、（港南区）、（保土ヶ谷区）、
（旭 区）、（青 葉 区）、（戸塚区）、（宮前区）、
平 塚 市、小田原市、茅ヶ崎市、厚 木 市、大 和 市

199,999～150,000 （南 区）、（磯子区）、（緑 区）、（都筑区）、（川崎区）、（中原区）、
（高津区）、（多摩区）、鎌 倉 市、秦 野 市

149,999～100,000 （中 区）、（栄 区）、（泉 区）、(瀬谷区）、（幸 区）、（麻生区）、
海老名市、座 間 市

99,999～ 50,000 （西 区）、逗 子 市、三 浦 市、伊勢原市、綾 瀬 市

49,999～ 30,000 南足柄市、葉 山 町、寒 川 町、大 磯 町、二 宮 町、愛 川 町、津久井町

29,999～ 10,000 中 井 町、大 井 町、松 田 町、山 北 町、開 成 町、箱 根 町、

湯河原町、城 山 町、相模湖町、藤 野 町

9,999以下 真 鶴 町、清 川 村

(注) アンダーラインのある市町は、人口が減少した市町である。



市区町村別[別表２]３ 年齢（３区分）別人口及び平均年齢

(1) 年齢（３区分）別人口のうち、年少人口(0～14歳)は 1,184,231人、13.9％で、昭和55年

の国勢調査をピークに減少を続け、調査開始以来最低の割合となりました。

(2) 生産年齢人口(15～64歳)は 6,121,470人、72.1％（全国第２位）で、人口数は国勢調査開

始の大正９年以降増加を続けてきています。

(3) 老年人口(65歳以上)は 1,169,528人、13.8％で、15年前の昭和60年国勢調査に比べ、2.1

倍となり、調査開始以来最高の割合となりましたが（7.3人に1人が老年人口）、それでもこ

の割合は、全国で２番目に低い順位となっています。

(4) 人口総数に占める割合は、７年調査に比べ、年少人口で1.0 ポイント、生産年齢人口で

1.9ポイント、それぞれ低下しているのに対し、老年人口では 2.8ポイント上昇しています。

(5) 平均年齢は、県平均で39.9歳となっており、この30年間で10.5歳（男性10.2歳、女性10.8

歳）増加しています。

〈 年齢（３区分）別人口 〉

人 口 構 成 比

区 分 平成７年 増 減 平成７年 増 減平成12年 平成12年

(Ａ) (Ｂ) (A-B) (Ａ) (Ｂ) (A-B)

人 人 人 ％ ％ ％

総 人 口 8,489,974 8,245,900 244,074 100.0 100.0 －

年少人口

(０～14歳) 1,184,231 1,231,943 47,712 13.9 14.9 1.0△ △

生産年齢
人 口
(15～64歳) 6,121,470 6,098,448 23,022 72.1 74.0 1.9△

老年人口

(65歳以上) 1,169,528 908,467 261,061 13.8 11.0 2.8

(注) 「総人口」には年齢「不詳」を含む。

〈 平均年齢の推移 〉

国勢調査調査年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

29.4 歳 30.3 歳 32.0 歳 33.9 歳 35.9 歳 38.0 歳 39.9 歳県平均

前回調査比 前回調査比 前回調査比 前回調査比 前回調査比 前回調査比

＋0.9歳 ＋1.7歳 ＋1.9歳 ＋2.0歳 ＋2.1歳 ＋1.9 歳

男 28.8 29.7 31.3 33.1 35.0 37.1 39.0

＋0.9 ＋1.6 ＋1.8 ＋1.9 ＋2.1 ＋1.9

女 30.1 31.0 32.7 34.8 36.9 39.0 40.9

＋0.9 ＋1.7 ＋2.1 ＋2.1 ＋2.1 ＋1.9



〈 年 齢 （ ３ 区 分 ） 別 人 口 の 推 移 〉

国勢調査 年少人口 生産年齢人口 老年人口
調査年 総人口 (0～14歳) (15～64歳) (65歳以上)

％ ％ ％ ％
100.0 35.1 60.6 4.3

大正９年 人 人 人 人
1,323,390 463,999 802,505 56,886

100.0 35.8 60.3 4.0
大正14年 1,416,792 506,536 853,669 56,587

100.0 35.9 60.4 3.7
昭和５年 1,619,606 581,428 977,460 60,718

100.0 35.8 60.6 3.6
昭和10年 1,840,005 658,408 1,115,825 65,772

100.0 34.3 62.1 3.4
昭和15年 2,188,974 749,959 1,358,407 74,630

100.0 35.2 61.3 3.5
昭和22年 2,218,120 780,540 1,359,104 78,476

100.0 34.2 61.9 3.9
昭和25年 2,487,665 851,783 1,539,478 96,291

100.0 31.8 64.1 4.2
昭和30年 2,919,497 927,520 1,870,173 121,767

100.0 27.3 68.3 4.4
昭和35年 3,443,176 940,719 2,351,581 150,876

100.0 23.4 72.3 4.4
昭和40年 4,430,743 1,035,303 3,201,686 193,754

100.0 23.8 71.5 4.7
昭和45年 5,472,247 1,301,772 3,914,556 255,919

100.0 25.5 69.2 5.3
昭和50年 6,397,748 1,632,021 4,424,772 337,305

100.0 24.6 68.9 6.4
昭和55年 6,924,348 1,703,063 4,772,542 443,048

100.0 21.5 71.0 7.5
昭和60年 7,431,974 1,595,127 5,277,568 555,885

100.0 17.2 73.6 8.8
平成２年 7,980,391 1,375,769 5,874,445 704,596

100.0 14.9 74.0 11.0
平成７年 8,245,900 1,231,943 6,098,448 908,467

100.0 13.9 72.1 13.8
8,489,974 1,184,231 6,121,470 1,169,528平成12年

(注) 1 「総人口」には年齢「不詳」を含む。

2 昭和15年の年齢(3区分)別人口には外国人が除かれている。

3 昭和22年(臨時国勢調査)は外国人が調査対象から除かれている。



市区町村別[別表３]4 配偶関係

(1) 15歳以上人口の有配偶率は、男性が58.1％、女性が59.7％となっています。

25～34歳の未婚率をみると、７年調査に比べ、25～29歳では、男性が 74.2％（全国第２(2)

位）、女性が 55.4％（同５位）とそれぞれ 3.0ポイント、 6.8ポイント上昇しており、30～

34歳でも、男性が 46.6％（同２位）、女性が 26.4％（同11位）とそれぞれ 5.2ポイント、

6.7ポイント上昇しています。

< 配偶関係別割合（ ）>1 5歳以上全世代

国勢調査 平成１２年 平成７年
調査年

性 別 男 (％) 女 (％) (％) 女 (％)男

57.9 60.3有配偶 58.1 59.7

37.2 26.4未 婚 35.9 25.7

1.9 9.5死 別 2.1 9.9

2.0 3.2離 別 2.5 3.9

< 年齢階級別未婚率・未婚数 >

国勢調査 平成１２年 平成７年
調査年

男 女 女15歳以上 男
％ ％全世代計 ％ ％

37.2 26.435.9 25.7
人 人 人 人

1,327,695 907,5211,325,115 924,584

99.0 98.715～19歳 99.6 99.2
284,580 261,881246,656 229,064

94.2 87.620～24 95.2 90.2
392,532 314,249320,223 264,960

71.2 48.625～29 74.2 55.4
160,862298,207 199,397 280,864

41.4 19.730～34 46.6 26.4
139,152 56,787179,079 89,374

25.5 10.435～39 28.3 13.7
70,603 25,86892,821 39,553

19.0 6.940～44 20.1 8.9
56,360 19,27954,640 21,986

13.4 5.545～49 16.5 6.4
48,195 19,47147,917 17,901

8.2 4.250～54 11.8 5.2
25,908 13,22641,506 18,108

5.3 3.955～59 7.1 4.0
14,492 10,01421,689 12,298

3.5 4.260～64 4.4 3.6
7,879 9,33311,441 9,035

1.8 3.265歳以上 2.1 3.5
7,030 16,55110,936 22,908



市区町村別[別表４]５ 外国人人口

(1) 本県に在住する外国人は、 99,251人（総人口の1.2％）で、７年調査に比べ 12,851人、

14.9％の増加となっています。

(2) 国籍別にみると、韓国・朝鮮が 28,437人 (外国人人口の 28.7％）、次いで中国が 22,209

人（同 22.4％）となっています。７年調査と比べると、中国が 40.4％、東南アジア・南アジ

アが 21.1％増加しています。

〈 国籍別外国人 〉

平成７年 増 減平成１２年
区 分

計(A)=(ｱ)+(ｲ) 男 (ｱ) 女 (ｲ) (Ｂ) (A-B)

人 人 人 人 人
総 人 口 8,245,900 244,0748,489,974 4,308,786 4,181,188

％ ％ ％ ％ ％
100.0 100.0 100.0 100.0 14.9

人 人 人 人 人外国人人口
86,400 12,85199,251 49,068 50,183

28.7 27.3 30.0 32.3 1.8
韓国・朝鮮 27,928 50928,437 13,401 15,036

22.4 21.4 23.3 18.3 40.4
中 国 15,816 6,39322,209 10,509 11,700

東南アジア 19.7 17.0 22.4 18.7 21.1
南アジア 16,175 3,40819,583 8,349 11,234

8.6 4.3 12.8 7.8 27.9
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 6,703 1,8688,571 2,130 6,441

2.7 2.2 3.2 3.1 △ 0.3
タ イ 2,684 △ 82,676 1,093 1,583

8.4 10.4 6.4 7.9 22.8
その他 6,788 1,5488,336 5,126 3,210

5.0 6.4 3.6 5.3 8.1
ア メ リ カ 4,607 3734,980 3,161 1,819

1.1 1.4 0.8 1.2 10.5
イ ギ リ ス 1,022 1071,129 709 420

9.1 9.8 8.3 11.5 △9.9
ブ ラ ジ ル 9,970 △ 9868,984 4,807 4,177

4.9 5.5 4.4 4.9 15.1
ペ ル ー 4,254 6414,895 2,689 2,206

［上記以外の国］ ［上記以外の国］ ［上記以外の国］ ［上記以外の国］ ［上記以外の国］そ の 他
7.2 8.8 5.6 6.9 5,933 1,2217,154 4,325 2,829

［無国籍及び国名不詳］ [無国籍及び国名不詳］ ［無国籍及び国名不詳］ ［無国籍及び国名不詳］ ［無国籍及び国名不詳］
1.9 2.3 1.5 0.8 695 1,1851,880 1,118 762

9.1 11.1 7.2 7.7 6,628 2,406計 計 計 計 計9,034 5,443 3,591

(注) 1 「東南アジア、南アジア」のうちフィリピン及びタイ以外の「その他」とは、インド、インドネシア、

ヴィエトナム、カンボディア、シンガポール、スリ・ランカ、ネパール、パキスタン、バングラデシュ、

ブータン、ブルネイ、マレイシア、ミャンマー、モルディヴ、ラオスの15か国をいう。

2 「その他」には無国籍及び国名「不詳」を含む。

3 二つ以上の国籍を持つ人については、次のとおりである。

(1) 日本と日本以外の国の両方の国籍を持つ人→日本

(2) 日本以外の二つ以上の国籍を持つ人→調査票の国名欄に記入された国



Ⅱ 世帯数

市区町村別[別表５]１ 総世帯（一般世帯及び施設等の世帯）

（1) 世帯数は、3,341,233世帯で、７年調査に比べ、 247,235世帯、8.0％の増加となっています。

(2) 世帯のうち一般世帯は、3,318,332世帯（総世帯の 99.3％）で、７年調査に比べ、239,724

世帯、7.8％増加しています。

(3) 一般世帯の1世帯当たり世帯人員は、 2.53人で、７年調査に比べて、0.12人減少しています。

1世帯当たり世帯人員の最も多いのは山北町で 3.38人、最も少ないのは中原区で 2.08人とな

っています。

〈 世帯の種類別世帯数 〉

世 帯 数 構 成 比
区 分

平成７年 増 減 平成７年 増 減平成12年 平成12年
(Ａ) (Ｂ) (A-B) (Ａ) (Ｂ) (A-B)

世帯 世帯 世帯 ％ ％ ％
3,093,998 247,235 100.0 ―総 世 帯 3,341,233 100.0

3,078,608 239,724 99.5 △ 0.2一 般 世 帯 3,318,332 99.3

親族世帯 2,320,290 2,194,602 125,688 69.4 70.9 △ 1.5

非親族世帯 17,737 11,420 6,317 0.5 0.4 0.1

単独世帯 980,305 872,586 107,719 29.3 28.2 1.1

9,927 1,367 0.3 ―施設等の世帯 11,294 0.3

(注) 1 「総世帯」には世帯の種類「不詳」を含む。

2 「一般世帯」とは、住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住ん

でいる単身者、会社・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者などの

世帯をいう。

3 「親族世帯」とは、二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にあ

る世帯員のいる世帯をいう。

なお、その世帯に同居する住み込みの従業員などがいる場合も含まれる。

4 「非親族世帯」とは、二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係に

ある者がいない世帯をいう。

5 「単独世帯」とは、世帯人員が一人の世帯をいう。

6 「施設等の世帯」とは、寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所の入院者、社会施

設の入所者などの集まりをいう。

〈 一般世帯の１世帯当たり世帯人員（県平均 2.53人）〉

※ 多い順 ※ 少ない順

順位 市区町村 世帯人員 ７年順位 順位 市区町村 世帯人員 ７年順位

１ 山北町 3.38 １ １ 中原区 2.08 ２

２ 中井町 3.28 ２ ２ 箱根町 2.09 １

３ 津久井町 3.19 ４ ３ 西 区 2.14 ５

４ 藤野町 3.18 ２ ４ 中 区 2.16 ３

５ 開成町 3.10 ６ ５ 多摩区 2.19 ３



市区町村別［別表６］２ 一般世帯の家族類型

(1) 一般世帯のうち核家族世帯は、2,058,621世帯（一般世帯の 62.0％）で、このうち夫婦のみの世帯

が 18.8％、夫婦と子供から成る世帯が 36.0％となっています。また、核家族世帯は、７年調査に比

べ、7.4％増加しています。

(2) 単独世帯（1人世帯）は、980,305世帯（一般世帯の 29.5％）で、７年調査に比べ 107,719世帯、

12.3％増加しています。

(3) 65歳以上親族のいる世帯は、 820,795世帯で、７年調査に比べ、 169,349世帯、 26.0％増加してい

ますが、一般世帯に占める割合は 24.7％と全国一低くなっています。このうち単独世帯は、167,100

世帯（65歳以上親族のいる世帯の20.4％）で、７年調査に比べ、51.3パーセント増加しています。

〈 世帯の種類別世帯数 〉

平 成 １ ２ 年 平 成 ７ 年 増 減

うち65歳以上 うち65歳以上 うち65歳以上区 分

親族のいる世帯 親族のいる世帯 親族のいる世帯（Ａ） （Ｂ） (A－B)

％ ％ ％ ％ ％ ％
100.0 100.0 100.0 100.0 7.8 26.0一 般 世 帯（a+b+c+d)

世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

3,078,608 651,446 239,724 169,3493,318,332 820,795

69.9 79.5 71.3 82.9 5.7 20.8親 族 世 帯 (a+b)

2,194,602 540,192 125,688 112,2612,320,290 652,453

62.0 54.6 62.3 49.6 7.4 38.5核家族世帯 (a)

1,916,713 323,365 141,908 124,5752,058,621 447,940

18.8 30.2 16.8 27.3 20.7 39.4夫婦のみの世帯

624,615 248,190 517,644 178,097 106,971 70,093

36.0 14.6 38.8 13.1 △0.1 40.5夫婦と子供から

1,193,920 119,595 1,194,578 85,145 △ 658 34,450成る世帯

1.2 1.7 1.2 1.5 14.2 39.6男親と子供から

40,573 13,554 35,529 9,710 5,044 3,844成る世帯

6.0 8.1 5.5 7.7 18.1 32.1女親と子供から

199,513 66,601 168,962 50,413 30,551 16,188成る世帯

7.9 24.9 9.0 33.3 △5.8 △5.7その他の親族世帯(b)

277,889 216,827 △16,220 △12,314261,669 204,513

0.2 0.6 0.2 0.8 △1.3 8.1夫婦と両親から

7,384 5,322 7,479 4,925 △ 95 397成る世帯

0.9 3.1 0.8 3.3 15.5 18.5夫婦とひとり親か

28,323 25,780 24,522 21,760 3,801 4,020ら成る世帯

1.2 4.1 1.7 6.6 △23.4 △21.1夫婦、子供と両親

39,470 34,022 51,495 43,135 △12,025 △9,113から成る世帯

3.0 11.1 3.6 15.5 △11.2 △10.1夫婦、子供とひと

99,204 90,723 111,657 100,964 △12,453 △10,241り親から成る世帯

2.6 5.9 2.7 7.1 5.5 5.7そ の 他

82,736 46,043 4,552 2,62387,288 48,666

0.5 0.2 0.4 0.1 55.3 48.7非 親 族 世 帯 (c)

11,420 835 6,317 40717,737 1,242

29.5 20.4 28.3 16.9 12.3 51.3単 独 世 帯 (d)

872,586 110,419 107,719 56,681980,305 167,100



市区町村別［別表７］３ 一般世帯の住宅状況

(1) 一般世帯の住宅の所有関係は、持ち家に住む世帯が 1,782,868世帯(一般世帯の53.7％）で、７年調

査に比べ 、236,435世帯、15.3％の増加となっています。

(2) 民営の借家に住む世帯は、1,027,119世帯 (同31.0％）で、７年調査に比べ、36,362世帯、3.7％の

増加となっています。

(3) 公営・公団・公社の借家、給与住宅及び間借りに住む世帯は、383,456世帯（同11.6％）で、７年調

査に比べ、2,667世帯、0.7％の減少となっています。

〈 住宅の所有関係別一般世帯数 〉

増 減 (A-B)平成１２年 (Ａ) 平成 ７ 年 (Ｂ)

う ち 歳 以 上 う ち 歳以上 う ち 歳 以 上区 分 6565 65

親族のいる世帯 親族のいる世帯 親族のいる世帯
(C-D）(Ｃ) (Ｄ)

％ ％ ％ ％ ％ ％
100.0 100.0 100.0 100.0 7.8 26.0

世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯一 般 世 帯 (a+b)
3,078,608 651,446 239,724 169,3493,318,332 820,795

96.2 99.6 95.0 99.7 9.2 25.9住宅に住む一般世帯 (a)
2,923,313 649,330 270,130 168,4183,193,443 817,748

主 世 帯 94.9 98.7 94.0 99.0 8.8 25.7
2,893,102 644,708 255,284 165,4893,148,386 810,197

持 ち 家 53.7 79.1 50.2 79.7 15.3 24.9
1,546,433 519,431 236,435 129,4761,782,868 648,907

5.6 7.0 5.6 6.0 8.0 47.8公営・公団・公社の借家
172,855 38,812 13,847 18,535186,702 57,347

公営の借家 3.0 4.4 3.0 3.8 5.8 47.0
93,035 24,445 5,440 11,48498,475 35,929

2.7 2.6 2.6 2.2 10.5 49.1公団・公社の借家
79,820 14,367 8,407 7,05188,227 21,418

民営の借家 31.0 12.2 32.2 12.6 3.7 22.1
990,757 81,778 36,362 18,0791,027,119 99,857

給与住宅 4.6 0.5 5.9 0.7 △17.1 △12.8
183,057 4,687 △31,360 △601151,697 4,086

間 借 り 1.4 0.9 1.0 0.7 49.1 63.4
30,211 4,622 14,846 2,92945,057 7,551

3.8 0.4 5.0 0.3 △19.6 44.0住宅以外に住む一般世帯 (b)
155,295 2,116 △30,406 931124,889 3,047

(注) 1 「主世帯」とは、「間借り」以外の持ち家、公営・公団・公社の借家、民営の借家及び給与住宅に居

住する世帯をいう。

2 「給与住宅」とは、勤務先の会社・官公庁・団体などの所有又は管理する住宅に、職務の都合上又は

給与の一部として居住している場合をいう。

3 「住宅以外」とは、寄宿舎・寮など生計を共にしない単身者の集まりを居住させるための建物や、病

院・学校・旅館・会社・工場・事務所・仮小屋などの居住用でない建物をいう。


